
 

 1 

平成 20年 8月 1日 

第 ５７号 

学校法人 敦賀学園 

敦賀市木崎 78-2-1 

                                       電話  0770-24-2130 

                                                                        URL:http://www. tsuruga.ac.jp  

 

 

 

 

 

 

私立学校振興助成法第 14 条第 1 項は、「第 4 条第 1 項又は第 9 条に規定する補助金を受ける学校法人は、

文部科学大臣の定める基準に従い、会計処理を行い、貸借対照表、収支計算書その他の財務計算に関する書

類を作成しなければならない。」と規定しております。 

 

 

 

 

 

 

                 

       

 

 

○ 計算書類の目的 

資金収支計算書 

① その年度の授業料や手数料その他の収入、及び人件費やその他の諸経費などの支

出など諸活動に対応するすべての収入と支出の内容を明らかにするが目的です。 

② 支払資金の全てを記録し、支払資金の期末残高を正しく算定することです。 

消費収支計算書 

① 学校を維持し、教育研究活動をするためには、経済価値の消費が必要です。した

がって、それに見合った収入が必要です。収入と支出の採算維持のための資料を

提供することを目的としています。 

② 資金収支計算書が、資金活動の安全性を表示するのに対して、消費収支計算書は、

採算性をあらわし、財政の健全性の有無を表示することです。企業会計の損益計

算書によく似ています。 

貸借対照表 

会計年度末(3 月 31 日)の資産、負債、正味財産（基本金、消費収支差額など）の財政

状況を表すものです。 

① 財政状況の健全性－短期的には、支払資金や自由に取り崩しのできる特定預金の

保有額と短期借入金や未払金などの流動負債との関係で示されます。長期的には

基本金と消費収支差額の増減の動向によって把握されます。 

② 教育活動のための必要資産の保有状況を表示することが目的です。 

 

○ 資金収支の財産計算 

 

                          

 

 

 

   (期首財産) →               ← (期末財産) 

 

 

学校法人会計 

資金収支計算書 

消費収支計算書 

貸借対照表 財産目録 
 

 

期首資金 

残高 

期末資金 

残高 

 

 

私学助成と学校法人会計 

期末財産 = 次年度繰越金 

次年度繰越金が翌年度 4 月以降

の運転資金となり、次年度の経

営活動を左右します。 
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平成 20 年度予算が平成20 年 3 月 27 日開催の評議員会及び理事会で承認されました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

121,737,000 122,009,000

2,349,000 2,436,000

5,000,000 200,000 4,800,000

190,023,000 196,529,000

40,000,000 45,575,000

150,023,000 150,954,000

2,384,000 2,603,000

7,291,000 10,082,000

1,808,000 3,832,000

44,925,000 41,387,000 3,538,000

4,227,000 66,368,000

110,407,939 106,636,939 3,771,000

448,764,939 517,547,939

171,528,000 179,169,000

91,791,000 98,958,000

57,329,000 55,978,000 1,351,000

1,600,000 40,762,000

4,101,000 14,434,000

4,169,000 19,172,000

2,000,000 2,000,000 0

364,000

119,215,939 110,407,939 8,808,000

448,764,939 517,547,939

Q ⌂− ⅜ ⌂─≢∆⅛? 

 

≢│⁸ ─ ⌐≈™≡ ⌐⅔™≡⁸№╠⅛∂╘ ─ ╩ ⅛

⌂↑╣┌⌂╠⌂™≤↕╣≡™╕∆( 42)⁹╕√⁸ ≢│⁸ ╩

⌐ ↑ ╢↓≤≤⇔≡™╕∆⁹( 14 2) 

─ ⌂ ╩⁸ ─ ⌐ ≠™≡ ≤ ⌐╟∫≡ ∆╢

⅜ ↕╣≡™╕∆⅜⁸ ≢│ ⌐ ∆╢ ↑│№╡╕∑╪⁹ ≢│⁸ ─

╟╡╙ ─ ⅜ ≤ ╠╣≡™╕∆⁹ ╩ ⌐ ∆╢√╘⌐

│⁸ ⌐ ⌂ ╩ ≡╢↓≤⅜ ≢№╡⁸∕─√╘⌐ │ ⌂ ╩ √⇔≡™

╕∆⁹ 
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121,737,000 122,009,000

2,349,000 2,436,000

5,000,000 571,000 4,429,000

190,023,000 196,529,000

40,000,000 45,575,000

150,023,000 150,954,000

2,384,000 2,603,000

7,291,000 10,082,000

1,808,000 3,832,000

330,592,000 338,062,000

49,494,000

324,891,000 282,867,000 42,024,000

174,066,000 177,314,000

117,298,000 124,688,000

61,600,000 59,886,000 1,714,000

2,000,000 2,000,000 0

354,964,000 363,888,000

30,073,000 81,021,000

705,915,000 624,784,000

735,988,000 705,805,000

Q ≤│⌂╪≢∆⅛? 

₈ ₉ 29 ≢│₈ ⅜⁸∕─ ─ ⌐ ≠⅝ ⌂ ╩ ⌐ ∆╢√

╘⌐ ∆═⅝╙─≤⇔≡⁸∕─ ─℮∟⅛╠ ╖ ╣╠╣√ ╩ ≤∆╢₉≤ ╘≡

™╕∆⁹ 

│⁸ ╩ ≤⇔√ ≤ ⌂≥─ ≤─ ⅜ ╦∫≡™⌂↑╣

┌⌂╡╕∑╪⁹ │ ⅜ ≢∆─≢⁸ ⌐ ⌂ ╩ ⌐ ⇔≡↓∕

─ ⅜ ≢∆⁹ 

≢│ 1 ≤ 4 ╩ ╖ ╣≡™╕∆⁹ 

  1   ⅔╟┘ ⌐ ⇔√ ─ ⁹ 

  4   ⌐ ∆═⅝ ─  

Q ≤│⌂╪≢∆⅛? 

─ ⅛╠ ─ ╩ ⇔ ™√ ╩₈ ₉╕√│₈

₉≤⇔≡ ⇔╕∆⁹ 
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  平成２０年度 学生数は次のとおりです。 

 

    

120 85

120 79

240 164

2

240 166
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学校法人 敦賀学園 平成１９年度事業報告書 

（平成 19 年4 月 1 日から平成 20 年3 月 31 日まで） 

 

Ⅰ．法人の概要 

 

１ 建学の精神 

教育・文化の向上と人間性豊かな人材の育成を行うことを建学の使命としています。 

 

２ 教育の理念 

自らを一個の人格として尊重すると同時に他者をも一個の人格として尊重し、自律的精神に培われた、国際

的視野に富み、豊かな教養ある、個性的な、進取有為の人材を育成します。 

 

３ 地域総合科学科の教育目的 

自分の資質・人生設計に基づき広い範囲から講義を選択することで、さまざまな分野に適応できる知識や技

術が修得でき、地域密着型の学習で就職へとつなげます。 

 

４ 沿革 

昭和６０年 １月 ●敦賀女子短期大学新築竣工式 

昭和６０年１１月 ●敦賀女子短期大学校舎完成 

昭和６０年１２月 ●敦賀女子短期大学が文部大臣より認可 

昭和６１年 ４月 ●敦賀女子短期大学（経営学科・日本史学科）開学 

          初代理事長  高木 孝一  就任 

          初代学長   小池 徳太郎 就任 

昭和６２年 ３月 ●校章制定 

昭和６２年１１月 ●校歌制定 

昭和６３年 ４月 ●第二代学長  瀬戸内 寂聴 就任 

          経営学科に「経営管理」「秘書」「経営情報」「セールスマネジメント」の４コース設置 

日本史学科に「日本史学」「地域文化」「資料・情報管理」の３コース設置 

平成 元年 ４月 ●公開講座開設 

平成 ４年 ４月 ●第三代学長 中村 博  就任 

平成 ７年 ５月 ●第二代理事長 河瀬 一治 就任 

平成 ８年 ４月 ●第四代学長 藏並 省自 就任 

平成１０年 ４月 ●男女共学とし、校名を「敦賀短期大学」に変更 

          経営学科のコースを「経営実務」「秘書」「情報」の３コースに変更 

          日本史学科のコースを「日本史」「文化財」「考古学」の３コースに変更 

          情報ネットワークシステム（インターネットを中心とするマルチメディア環境の構築） 

を導入 

平成１１年 ４月 ●科目等履修生制度導入 

平成１１年１０月 ●福井県内大学および短期大学間単位互換に関する協定書に調印 

平成１２年 ４月 ●経営学科のコースを「経営実務」「情報コミュニケーション」の２コースに変更 

          福井県内大学および短期大学間単位互換制度の実施 

          地域交流センターの設置 

平成１４年 ４月 ●第五代学長 佐久田 昌昭 就任 

          経営学科のコースを「ＩＴマネジメント」「デジタルコミュニケーション」の２コースに 

変更 

平成１５年 ４月 ●日本史学科のコースを主専攻「日本史コース」「考古学コース」、副専攻「文化・工芸のデザインコース」

「人間の探究と交流コース」に変更 

平成１６年 ４月 ●経営学科に「企業家育成」「デジタルサウンド」２コース新設 

平成１６年１２月 ●地域総合研究所の設置 

平成１７年 ４月 ●経営学科のコースを「ＩＴマネジメント」「デジタルコミュニケーション」「生活安全」の３コースに変更 
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平成１８年 １月 ●財団法人短期大学基準協会より地域総合科学科の適格認定を受ける 

平成１８年 ４月 ●経営学科と日本史学科を解消し、地域総合科学科を新設 

「ﾘﾃﾗｼｰﾌｨｰﾙﾄﾞ」、「心理・教育フィールド」、「歴史・文化フィールド」、「生活安全フィールド」、 

「情報フィールド」、「ﾋﾞｼﾞﾈｽﾌｨｰﾙﾄﾞ」、「資格課程フィールド」７つのﾌｨｰﾙﾄﾞ（分野）の設置 

平成１９年 ４月 ●地域総合科学科に「音楽フィールド」を新設、「ﾋﾞｼﾞﾈｽﾌｨｰﾙﾄﾞ」の廃止 

 

５ 設置する学校・学科 

○敦賀短期大学 

地域総合科学科 

 

６ 学科の入学定員、学生数の状況（平成１９年５月１日現在） 

120 70
150 73
270 143

3
5

270 151

 

 

７ 役員・評議員・教職員の人数 

（１）役員（平成２０年３月３１日現在） 

理 事   ９人（うち 理事長１人、副理事長１人、常務理事１人） 

監 事   ２人 

 

理事長   河瀬 一治    副理事長  平川 幹夫 

常務理事  中野 雅之    理事（学長）佐久田 昌昭 

理事    寺澤 二郎    理事    川上 究 

理事    田村 美恵子   理事    龍谿 乘峰 

理事    河原 辰樹 

 

監事    塚本 勝則    監事    高野 新一 

 

 

（２）評議員（平成２０年３月３１日現在） 

評議員   ２０人 

 

天野 寿美恵    大内 裕子    木下 章 

小牧 由章     杉左近 宏男   千田 晴美 

多田 清太郎    河端 満     谷口 俊治 

田村 美恵子    田結 年     原 幸雄 

西村 眞一郎    坂東 佐喜子   三谷 一 

山田 有宏     山田 義章    山本 晴幸 

湯谷 千里     吉田 勝 

 

（３）教員（平成１９年５月１日現在） 

9 0 1 10

98
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（４）職員（平成１９年５月１日現在） 

1 0 1
12 1 13
13 1 14
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Ⅱ．事業の概要 

 

平成１８年度に旧来の日本史・経営学科を統合し、新たに地域総合科学科としてスタートした。 

昭和６１年の開学以来、地方の短大としての使命を追求し、常に発展進化していく努力を続けている。 

本学では、本来の教育事業はもちろんのこと、地域社会へのｻｰﾋﾞｽを目的とした「地域交流センター」の存在も

大きな役割を果たしている。 

平成１９年度の主な事業は次のとおりである。 

 

 

（１）地域総合科学科の概要 

１．この学科は、多様な約１８０科目を類似性で５５のユニット（科目群）に分類し、更に大きく７つのフィ

ールド（分野）に分けて、学生の興味と必要に応じて自由に選択することができるのが特徴であり、ひとつの

分野に偏らず多様な学生のニーズに応えることのできる学科として、注目を浴びている。 

２．平成１９年度には従来のフィールドに音楽フィールドを追加し、短大では数尐ないポピュラー、ロック、

ジャズ系専門の音楽コースを設置した。音楽フィールドではＩＴを駆使した作曲、編曲、音楽配信、音響、録

音、照明技法など新たな音楽の分野を学ぶことができる。 

７つのフィールドは次のとおりである。 

V リテラシーフィールド（基礎教養の分野） 

V 心理・教育フィールド 

V 歴史・文化資産フィールド 

V 生活安全フィールド 

V 情報フィールド 

V 音楽フィールド 

 

 

（２）学生募集状況 

１．概要 

音楽フィールドを目指して入学した学生は２３人となり、平成１９年度全体の入学者（７０人）の３２．９パ

ーセントを占めた。新規分野として学内外の期待も大きく、本学の経営基盤の安定のためには欠かせない分野で

ある。クラブハウスを改修した音楽レッスン棟は、１階がアンサンブル室４教室、２階にレッスン室７教室が設

置されており、そこには種々の楽器を備え、授業や自主練習に夜遅くまで利用されている。 

また、教職を希望する社会人学生は２６人（地域総合科学科１年９人、２年１３人、日本史２年４人）１７．

２パーセントを占めた。これは平成１７年度に敦賀市教育委員会と連携して、「敦賀市内の小・中学校非常勤講

師等を対象とする社会人特待生制度」と「福井県公立学校教員採用志願者選考試験」受験講座を本学に設置し、

受講を希望する社会人学生を積極的に募集し受け入れてきた。これは、本学の社会人学生として入学し教育課程

を履修すると共に、本講座を受講して教育試験合格を目指す者を対象とする特待生制度である。 

現在は、敦賀市教育委員会のみならず、近隣市町の美浜町・若狭町・小浜市教育委員会・南越前町・越前市・

鯖江市教育委員会へも足を運び、意欲ある社会人学生を募集し、入学者を獲得することが出来た。今後もこの制

度を整備し、募集活動を活発化し、社会人学生の受け入れを図っていく方針である。 

 

２．各種イベントの開催 

広報室を中心として、学生募集に関する事業を幅広く実施した。 

①オープンキャンパスの実施 

平成１９年度は４回にわたって、学科説明や在学生による学校紹介、各ユニット体験イベント、キャンパス見

学、個別相談を行った。 

参加者数は次のとおりである。 
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0 1 6 1 8
25 45 33 20 123
16 24 15 7 62
5 10 10 2 27

46 80 64 30 220
13 31 14 3 61
1 1 1 2 5

60 112 79 35 286

 

 

②楽器別講習会の実施 

４回のオープンキャンパス時の楽器講習会に加えて、出前講習会や地元中学生向けのアンサンブル講習会を実

施して、県内の中・高校生を中心に大勢の参加者を迎えた。 

参加者数は次のとおりである。 

15 33 28 21 97

46

78

117

338

 

 

③進学相談会 

業者主催の県内外施設を会場とした相談会に多数参加した。（県内外２１会場） 

また、高校生や父母を対象とした相談会に参加しており、高校独自で主催の相談会にも参加した。今後も積極

的に参加していく。 

 

④高校訪問 

４月から９月にかけて教職員全員で、県内外の一斉高校訪問を４回実施した。訪問先を指定校と実績校に絞り、

時間をかけて各フィールドの説明を行った。１０月以降の本格的な入試シーズンに入り、広報室を中心にオープ

ンキャンパスや資料請求のあった高校をあらためて訪問した。 

訪問高校数は次のとおりである。（延べ数） 

【福井県】１８９校  【石川県】４４校  【富山県】３９校  【長野県】２６校 

【静岡県】 ２４校  【滋賀県】２７校  【京都府】１０校  【新潟県】 ６校 

【合計】 ３６５校 

 

⑤各種広報 

テレビや新聞を通じて、学内行事や入試日程に留まらず、オープンキャンパス・入試・学科について年間を通

じて情報発信を行った。 

また、各種行事がある度に、ホームページをリアルタイムに更新し、新しい情報を発信した。 

１）大学案内パンフレットの作成：４，０００部作成 

２）進学雑誌への掲載：学校紹介、資料請求はがき、インターネット、携帯電話ネット（リクルートの進学辞

典） 
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３）新聞広告：地元新聞紙（福井新聞）を利用。（オープンキャンパス、推薦入試日程など） 

４）テレビＣＭ：地元テレビ局（ＦＢＣ、ＦＴＢ放送）を利用。学校紹介ＣＭ制作等 

５）ホームページの更新 

６）その他の広告：港都つるが作成の観光マップ、高校の同窓会会誌、県民体育大会プログラム、ＲＣＮチャ

ンネルガイド、広報つるが、行政チャンネル、uno（地域情報フリーペーパー）、敦賀を楽しむ・考える・刺

激する情報誌「とんと」等への掲載、ＪＲ敦賀駅の改札口電照掲示板広告。 

 

 

（３）教育研究環境の整備充実 

平成１９年度の主な環境整備に関する工事は次のとおりである。 

１．音楽スタジオ改修工事 

視聴覚教室（１５０人教室）を改修工事し、五線教室、アンサンブル室、録音スタジオを設置した。 

○工事概要：五線教室・アンサンブル室床張替・壁面工事（防音壁）、電気設備工事、改修工事監理費 

○総工費：19,053 千円 

 

２．ダンススタジオ改修工事 

教室棟２階のＬＬ教室を改修し、ダンススタジオを設置した。 

○工事概要：床・壁面張替（防音壁）、カーテンボックス改修、分電盤電気設備工事 

○総工費：17,069 千円 

 

３．サーバー室空調設備工事 

管理棟サーバー室の空調設備の入替工事を行った。 

○工事概要：大型のエアコン設置 

○総工費：807 千円 

 

４．交流室の設置工事 

管理棟の職員食堂を改修し、学生の交流室を設置した。 

○工事概要：空調設備工事、照明スイッチ工事、コンセントスポットライト増設工事 

○総工費：1,893 千円 

 

５．喫煙所の設置工事 

学内の分煙を徹底する目的で、福利棟入口に喫煙所を設置した。 

○工事概要：喫煙所設置工事、換気扇設置工事 

○総工費：494 千円 

 

６．トイレの改修工事 

学生からの要望が強く、トイレの一部を和式から洋式に改修工事を行った。 

○工事概要：体育館棟１階、管理棟２階、福利棟のトイレ  計４か所改修工事を行った。 

○総工費：1,893 千円 

 

 

（４）進路支援事業 

１．就職率 

企業の景気が回復傾向にあるものの、依然として続く厳しい雇用情勢の中、進路支援室が１年次から就職ガイ

ダンスや企業実習、模擬試験、個別面談などのきめ細かい就職支援を行い、学生自身も健闘したことから、平成

１９年度の就職率は９５パーセント（卒業生５３人のうち、就職希望者が４０人、うち内定者が３８人）の高い

就職率を達成した。 

就職先企業名は次のとおりである。 

㈱高速炉技術ｻｰﾋﾞｽ、㈱ヨシダ興業、㈱ユース、㈱シーテック、㈱原電ﾋﾞｼﾞﾈｽｻｰﾋﾞｽ、 

敦賀市農協、（福）真盛苑、新光証券㈱、（財）サンピア敦賀、㈱三和商会、カラヤ㈱ 

㈱塩浜工業、㈱福井サーボ、㈱関組、㈱北陸建設機械、㈱栄月石油、㈱ニューニット 

㈱オールコネクト、㈱井上誠昌堂、㈱福井銀行、原電事業㈱、ホクチク㈱、㈱国府印刷所、 

㈱関西レコードマネジメント、ナムコ㈱、(有)瑞穂栄商事、美浜町公民館、長和町役場文化課等など 
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２．進学率 

４年制大学に編入した学生は、５人（京都造形芸術大学２人、大阪国際大学１人、桃山学院大学１人、 

大阪経済法科大学１人）、専門学校への進学が１人（若狭医療福祉専門学校）であった。 

 

３．企業実習 

平成１９年度の企業実習は、地元の企業団体の協力を得て、１４人の学生が参加した。 

主な実習先は、次のとおりである。 

エフレ、気比の杜、小森商事、サンピア敦賀、パーソネルサービス、大洋自動車、敦賀海陸運輸、 

敦賀市役所「清掃センター、図書館」） 

 

 

（５）本学の地域貢献 

地域に意義ある高等教育機関としての存在を遺憾なく発揮するためには、市民のニーズを踏まえて、数々の公

開講座の実施やイベントの実施は欠かせない。平成１９年度の地域貢献事業は次のとおりである。 

 

①地域交流センター事業 

１）生涯学習講座 

「ふるさとの自然-野山」、「Windows Vista を体験しよう」、「CAD 基礎教室」、 

「ﾃﾞｼﾞｶﾒいろは講座」、「初級ｼｽｱﾄﾞ対策講座」、「ﾌｫﾄｼｮｯﾌﾟｴﾚﾒﾝﾂｲﾗｽﾄ講座」「人間関係学講座Ⅱ」、

「新しい時代の資産運用・管理・保全」、「ﾊﾟﾜｰﾎﾟｲﾝﾄ講座」、「初級・中級ｵｶﾘﾅ講座」、 

「おもちゃｲﾝｽﾄﾗｸﾀｰ養成講座」、「介護保険事務士講座」、「ﾎｰﾑﾍﾙﾊﾟｰ2 級講座」【受講者 ３８６人】 

２）七夕ﾜﾝｺｲﾝｺﾝｻｰﾄ、ｸﾘｽﾏｽｺﾝｻｰﾄ               【参加者 １７０人】 

３）親と教師の教育相談                    

４）リカレント講座「古文書修復講座」            【受講者 ４人】 

５）漆の未来～伝統工芸をステージとする産学協働の実践的教育Ⅰ 【受講者４０人】 

６）受託事業「敦賀市いきいき生涯大学院」 

７）受託事業「敦賀市博物館資料データベース化」 

 

２）駅前ショップ 敦賀屋 

短大のアンテナショップとしての役割を担う「カレッジショップ敦賀屋」が駅前にオープンした。平成１９年

１０月には専従の職員を配置し、漆工芸などの伝統工芸作品の展示・販売を行うかたわら地元商店街との連携に

より、敦賀市を訪れる観光客向けに敦賀市のＰＲを行うなど地元商店街からも大きな期待がかけられている。 

主な事業は次のとおりである。 

１）漆塗りの体験教室実施 

２）駅前ふれあい市に合わせて、「マイ箸つくり」、「竹本光子氏のロマンドールミニ作品展」、 

「霜田悟作品展」を行う。 

３）葉原焼き、箸、箸置き、盛器の「ぐい飲みセット」の販売 

 

②地域総合研究所事業 

１）漆工芸修復事業‐永平寺の馬象 明王像、仁王像 輪宝等の修理を行う。 

２）平成１８年度に引き続き、サンピア敦賀と南青山カレッジショップ２９１に、カレッジショップを開設。 

 

③図書の貸し出し 

従来、一般市民への図書の利用は、閲覧のみとなっていたが、平成１６年１０月から図書の貸し出しを行うよ

うになった。また、市立図書館との協定により、市立図書館から短大図書館の図書の貸し出しを行うことができ

るようになり市民の利便性が向上した。 

 

④施設開放事業 

体育館やダンススタジオ、教室等を市民に開放し、敦賀高校吹奏楽部、敦賀気比高校ソフトボール同好会、 

ＭＭＤC 敦賀支部など年間１３，６３９人の利用があり、市民が訪れる機会が年ごとに増えている。 
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Ⅲ．財務の概要 

 

平成 19 年度（平成 19 年 4 月 1 日から平成 20 年 3 月 31 日まで）の決算の概要 

 

学校法人会計基準に基づき「資金収支計算書」「消費収支計算書」「貸借対照表」を作成している。 

 

１．資金収支計算書 

 

収入の部について 

「学生生徒納付金収入」は、授業料、入学金、実験実習料など予算額のとおり 122,009 千円であった。1 年生

71 人、2 年生81 人（経営 3、日本史 5 含む）計152 人分の収入である。 

「手数料収入」は、ほとんどが入学検定料収入で79 入の受験者で 2,434 千円である。 

「寄付金収入」は、本学後援会からの寄付で200 千円である 

「補助金収入」は、国庫補助金の一般補助金が26,626 千円、特別補助金が18,919 千円である。 

特別補助金の対象事業は公開講座の開催、施設開放、カウンセリング業務、社会人（教職学生）の受入、専門

高校卒業生の受入、インターンシップ（企業実習）、デジタルサウンド技術修得、伝統工芸教育、デジタル・アー

カイブズの構築に係る経費の申請によるものである。 

「資産運用収入」は、市内の銀行だけではなく、県外の銀行を利用し、積極的に資産運用した結果、受取利息

などの収入が前年度と比べて 853 千円増加の3,017 千円である。 

「事業収入」は、地域交流センター主催の生涯学習講座受講料、コンサート収入、教育相談の公開講座収入と

市立博物館資料データベース化、敦賀市いきいき生涯大学院、永平寺山門等修復事業の受託事業収入が主な収入

である。前年度とほぼ同額の 10,242 千円である。 

「雑収入」は、退職金財団交付金、電力会社からの原子力立地給付金、各種検定試験手数料収入で、3,808 千

円である。 

「前受金収入」は、次年度の収入となる新入生及び在学生の学生生徒納付金を年度内に受入れるものであり、

在学生分の減尐により対予算比 10.7%、4,427 千円減尐した。 

「その他の収入」は、前期末未収入金、預り金、仮払金の受入収入である。前期末未収入収入である前年度退

職者の退職金財団交付金が主な収入であり、66,346 千円である。 

「資金収入調整勘定」は、期末未収入金及び前期末前受金であり、当期収入のうち入金を伴わないものを資金

収入から減算するものである。 

「前年度繰越支払資金」106,636 千円を加えて、収入の部の合計が 514,364 千円である。 

 

支出の部について 

「人件費」は、対予算比0.9%、1,751 千円の減尐となり、これは非常勤教員の講義数の減尐や雇用保険料等の

福利厚生費の減尐によるものである。 

「教育研究経費」は、対予算比 4.2%、4,147 千円減尐となった。これは、空調設備の突発的な故障に対処する

ための修繕費支出がなかったことや重油の給油回数の減尐などによる光熱水費の減尐のほかに経費全般について

効率的支出に努め、諸経費の節減に努めた結果と考えられる。対前年比では、17.1%、19,517 千円の減尐となっ

た。 

「管理経費」は、対予算比 4.1%、2,319 千円の減尐となった。教研経費同様、修繕費の抑制や、派遣職員 1 名

減による支払報酬の減尐など各科目の効率的な支出に努力し、経費節減の結果と考えられる。対前年比では、

12.5%、7,698 千円の減尐となった。 

「設備関係支出」は、「Ⅱ．事業の概要（３）教育研究環境の整備充実」のとおりである。 

「設備関係支出」は、授業用の機器備品、楽器、音響設備、電話設備更新、図書費が主な支出であり、対予算

比 2.3%、332 千円減尐した。対前年比では、207.8%、9,521 千円増加した。増加の理由は音楽フィールドに投資

した楽器や音響設備類である。 

「その他の支出」前期末未払金支出、預り金及び前払金支払支出であり、対前年比で 211.4%、11,880 千円増

加した。増加の理由は前期末未払金である年度末の退職金の支払いが主なものである。 

「予備費」の使用は、前払金支払支出に 384 千円をあてたものであり、年度末に雇用保険料を確定計算した結

果、不足したためである。 

「資金支出調整勘定」は、期末未払金及び前期末前払金であり、当期の諸経費のうち支払が次年度に繰り越さ

れるものや前期に支払いをした当期の経費を資金支出から減算したものである。 



 

 13 

「次年度繰越支払資金」は117,593 千円となり、対前年費 10.3%、10,957 千円の増加である。 

 

 

２．消費収支計算書について 

 

資金収支計算書にない消費収支計算書の特徴的な科目は次のとおりである。 

 

消費収入の部について 

学生生徒納付金から雑収入までの「帰属収入合計」が、338,517 千円となり、対予算比 0.13%、455 千円の増

加、対前年比 21.1%、90,572 千円の減尐であった。昨年比との減額理由は退職金財団交付金の収入が減尐したた

めである。 

今年度の「基本金組入額」は、対予算比 9.1%、5,025 千円の減尐であった。組入資産は、音楽スタジオやダン

ススタジオの改修工事、トイレ改修工事の建物支出 40,660 千円、授業用の機器備品や楽器購入費の教育用機器備

品 5,676 千円、電話設備工事に係るその他の機器備品1,619 千円、図書購入費2,212 千円の合計 50,169 千円であ

る。 

学校法人会計基準で、消費収入の部の帰属収入から、継続的に保持するべき資産である「基本金」を控除する

ことが定められている。 

継続的に保持していくべき資産は、教育研究活動を行っていくうえで、必要不可欠な資産である土地、建物、

構築物、機器備品及び図書であり、これらのものは取得済みのものであり、現金預金のような流動資産のことで

はない。 

「第 1 号基本金」は、土地、建物、構築物、機器備品及び図書費の固定資産の取得額である。 

「第 2 号基本金」は、第 1 号基本金の組入対象となる固定資産を将来取得する目的で計画的に組み入れられた

預金等の資産額である。 

「第 3 号基本金」は、奨学金の基金として継続的に保持し、運用する預金等の資産額である。 

「第 4 号基本金」は、消費収支計算書から算出される運転資金として、恒常的に保持すべき資産である。退職

給与引当金や退職金を除く人件費、減価償却額を除く教育研究経費、同じく管理経費を足して、12 で割った金額

としている。 

帰属収入から基本金組入額を控除した消費収入合計は、288,347 千円となり、対予算比 1.9%、5,480 千円、対

前年比 27.2%、100,626 千円のそれぞれ減尐となった。 

 

消費支出の部について 

「人件費」は対前年比が 56.9%、132,825 千円減の 175,563 千円となった。減額の理由は 19 年度の退職者が

前年度に比べて減尐したためである。 

「教育研究経費」は、対前年比 12.1%、16,531 千円減の 120,521 千円である。 

「管理経費」は、対前年比12.6%、8,329 千円の減の 57,565 千円である。 

「徴収不能額」は、前年度学生の未収入金を徴収不能額に振り替えたものである。今年度に入っても、督促を

行ったがついに収入がなく、徴収不能とせざるを得なかったものである。予備費から 925 千円を使用した。 

消費支出の部合計は354,574 千円となり、対予算額2.6%、9,313 千円減、対前年比では 30.6%、156,761 千円

減尐した。 

消費収入合計から消費支出合計を差引いた当年度消費収支差額は、66,226 千円の支出超過となり、昨年に引き

続き赤字となった。 

 

 

３．貸借対照表について 

 

資産について 

資産総額は、1,802,021 千円で前年度末と比較して 1.5%、27,486 千円減尐した。 

「有形固定資産」は、1,561,560 千円となり、前年度末と比較して 1.7%、26,535 千円増加した。 

これは、主に音楽スタジオ、ダンススタジオの改修に係る建物支出と備品の購入支出が要因である。 

「その他の固定資産」は0.9%、1,030 千円減尐した。これは、施設利用権の減価償却によるものである。 

固定資産合計は 1,681,869 千円となり、前年度末に比較して 1.5%、25,505 千円増加であった。資産総額に占

める構成比率は93.3%である。 
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「流動資産」は、120,152 千円となり、前年度に比較して 30.6%、52,991 千円減尐となった。これは、退職金

財団交付金の未収入金が減尐したことによるものである。 

 

負債・基本金・消費収支差額について 

「負債の部」のうち、「固定負債」は、77,463 千円となり、前年度に比較して 2.3%、1,854 千円減尐した。こ

れは、退職給与引当金の減尐によるものである。 

「流動負債」は 41,137 千円となり、前年度に比較して 18.9％、9,574 千円の減尐となり、これは、期末未払金

が減尐したことによるものである。（昨年は年度末に退職者があり、退職金が未払いであった） 

「負債合計」は 118,601 千円となり、前年度に比較して 8.8%、11,429 千円減尐し、総資産に占める総負債比

率は 6.6%となり、前年度は7.1%だったので、0.5 ポイント減尐した。 

純資産は 1,683,420 千円となり、純資産比率は 93.4%となった。 

 

４．財務状況のまとめ 

本年度の消費収支差額は、813,369 千円の支出超過となった。 

平成 19 年度は教育研究経費や管理経費の予算の見直しを行い、効率的な支出を心がけた。しかし、学生生徒納

付金収入や補助金収入等が減尐したことが影響し今年度も赤字となった。 

これは、教育施設・設備に対する投資が集中した年度であったこともあり、教育の質の向上に資する支出とし

て致し方のないところであろう。次年度以降は更に諸経費の削減を心がけるとともに、必要な部分への投資を吟

味しつつ、学生募集に拍車をかけたい。 

収支状況の改善には、中長期計画を計画・立案することが必須であり、全学的に経営改善に取り組む組織づく

りが急務である。 

今後は学生数を確保することもさることながら、収入の多様化を図り、学生生徒納付金収入以外でも、経営改

善の手だてを確保することが必要である。 

 

 

 

 

150 150 120

77 80 69

51.3% 53.3% 57.5%

300 300 270

154 151 151

51.3% 50.3% 55.9%
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280,368 261,319 106,636

126,869 126,109 122,009

2,408 2,190 2,435

0 200 200

248,507 219,881 196,445

1,366 2,163 3,017

5,370 10,580 10,242

39,486 67,612 3,808

32,673 31,807 36,960

2,713 14,178 66,346

2,713 14,178 66,346

415,560 376,154 407,727

243,845 320,071 177,418

113,116 114,327 94,810

54,966 61,356 53,658

15,882 40,615 40,660

4,085 4,580 14,101

7,241 6,272 19,536

4,191 4,469 16,349

3,050 1,803 3,187

434,609 530,837 396,770

10,957

261,319 106,636 117,593  
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消費収支計算書 3 カ年推移 

126,870 29.9 126,109 29.4 122,009 36.0

2,408 0.6 2,190 0.5 2,435 0.8

361 0.1 553 0.1 561 0.2

248,508 58.6 219,881 51.2 196,445 58.0

1,366 0.3 2,164 0.5 3,017 0.9

5,370 1.3 10,580 2.5 10,242 3.0

39,486 9.3 67,612 15.8 3,808 1.1

424,369 100.0 429,089 100.0 338,517 100.0

420,535 388,974 288,348

239,295 54.9 308,388 60.3 175,563 49.5

135,721 31.2 137,052 26.8 120,521 34.0

59,364 13.6 65,894 12.9 57,565 16.2

665 0.2 1 0.0 0 0.0

525 0.1 0 0.0 925 0.3

- - - - - -

435,570 100.0 511,335 100.0 354,574 100.0
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監 査 報 告 書 

 

平成 20 年5 月 22 日 

 

学校法人 敦  賀  学  園 

 理事長 河 瀬  一 治 殿 

 

学校法人 敦  賀  学  園 

 

監 事     ʝ    

 同   ṇ  ҷ Ж    

 

平成 19 年度（ 自 平成 19 年 4 月 1 日 至 平成 20 年 3 月 31 日） 

学校法人敦賀学園の監査報告について 

 

私たちは、私立学校法第 37 条第 3 項の規定に基づき、学校法人敦賀学園の業務及び財産の状況について監査

を実施したので、その結果を次のとおり報告します。 

 

記 

 

１． 監査の期日 

平成 20年 5月 22日(木) 

 

２． 監査の対象 

平成 19年度決算（ 自 平成 19年 4月 1日  至 平成 20年 3月 31日） 

 

３． 監査の方法 

監査は試算表及び勘定元帳、その他関係証拠書類の照合を行い、かつ関係職員より説明を受け、決算書

の確認、予算執行状況等の適否についてこれを行いました。 

 

４． 監査の結果 

学校法人の業務及び財産に関する不正の行為又は法令若しくは寄付行為に違反する重大な事実は認めら

れませんでした。 

また、財産目録、貸借対照表及び収支計算書は学校法人の財政状態及び経営状況を、事業報告書は学校

法人の状況を、法令若しくは寄付行為に従い正しく示していることを認めます。 
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122,009,000 122,009,000 0

2,436,000 2,434,700 1,300

200,000 200,000 0

196,529,000 196,444,880 84,120

45,575,000 45,575,000 0

150,954,000 150,869,880 84,120

2,603,000 3,017,125

10,082,000 10,242,775

3,832,000 3,808,191 23,809

41,387,000 36,960,000 4,427,000

66,368,000 66,346,603 21,397

106,636,939 106,636,939

517,547,939 514,364,833 3,183,106

179,169,000 177,417,691 1,751,309

98,958,000 94,810,217 4,147,783

55,978,000 53,658,558 2,319,442

40,762,000 40,660,792 101,208

14,434,000 14,101,112 332,888

19,556,000 19,536,525 19,475

(     384,000)

1,616,000 1,616,000

80,366

110,407,939 117,593,304

517,547,939 514,364,833 3,183,106



 

 19 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

117,759,000

2,434,700

200,000

195,147,570

45,575,000

149,572,570

3,011,537

10,242,775

3,761,549

332,557,131

166,790,086

91,472,717

52,831,441

40,660,792

14,101,112

365,856,148
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122,009,000 122,009,000 0

2,436,000 2,434,700 1,300

571,000 560,728 10,272

196,529,000 196,444,880 84,120

45,575,000 45,575,000 0

150,954,000 150,869,880 84,120

2,603,000 3,017,125

10,082,000 10,242,775

3,832,000 3,808,191 23,809

338,062,000 338,517,399

282,867,000 288,347,887

177,314,000 175,563,391 1,750,609

124,688,000 120,521,630 4,166,370

59,886,000 57,564,637 2,321,363

925,000 925,000 0

(     925,000)

1,075,000 1,075,000

363,888,000 354,574,658 9,313,342

81,021,000 66,226,771

624,784,000 747,143,082

705,805,000 813,369,853
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117,759,000

2,434,700

560,728

195,147,570

45,575,000

149,572,570

3,011,537

10,242,775

3,761,549

332,917,859

282,748,347

164,935,786

117,184,130

56,433,527

925,000

339,478,443
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1,681,869,254 1,656,364,114 25,505,140

1,561,560,162 1,535,024,174 26,535,988

449,263,706 449,263,706 0

850,680,113 833,545,356 17,134,757

13,705,735 15,031,747

9,485,229 2,478,261 7,006,968

3,237,777 1,730,301 1,507,476

235,187,600 232,974,801 2,212,799

2 2 0

120,309,092 121,339,940

1,070,908 1,070,908 0

8,438,184 9,469,032

110,800,000 110,800,000 0

120,152,586 173,144,106

117,593,304 106,636,939 10,956,365

1,927,880 65,893,911

631,402 611,456 19,946

0 1,800

1,802,021,840 1,829,508,220

77,463,687 79,317,987

77,463,687 79,317,987

41,137,802 50,712,623

2,801,910 16,349,145

36,960,000 31,807,500 5,152,500

1,375,892 2,555,978

118,601,489 130,030,610

2,458,790,204 2,408,620,692 50,169,512

38,000,000 38,000,000 0

2,496,790,204 2,446,620,692 50,169,512

813,369,853 747,143,082 66,226,771

1,802,021,840 1,829,508,220
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1,802,021,840

1,681,869,254

120,152,586

118,601,489

1,683,420,351

1,802,021,840

1,681,869,254

31,827.90 449,263,706

10,534.56 850,680,113

13,705,735

57,415 235,187,600

171 12,723,006

2 2

15 1,070,908

8,438,184

110,800,000

120,152,586

117,593,304

1,927,880

631,402

118,601,489

77,463,687

0

77,463,687

41,137,802

0

2,801,910

36,960,000

1,375,892

0

1,683,420,351


